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説明項目

１．訪問介護計画等の作成

２．勤務体制の確保等

３．業務継続計画（BCP)策定

４．衛生管理等

５．虐待の防止

６．有料老人ホームにおけるサービス提供について

７.  介護報酬
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（１）訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成

されている場合は、当該計画の内容に沿って作成

すること。

（２）訪問介護計画の作成後に居宅サービス計画が作
成された場合は、当該訪問介護計画が居宅サービ
ス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じ
て変更すること。

１．訪問介護計画等の作成
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（３）サービス提供責任者等は、訪問介護計画の作成にあたり、
その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用

者の同意を得ていること。

また、その実施状況や評価についても説明を行うこと。

（４）サービス提供責任者等は、訪問介護計画を作成した際には

当該訪問介護計画等を利用者に交付すること。

（５）サービス提供責任者は、当該訪問介護計画の実施状況の把
握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行うこと。

１．訪問介護計画等の作成
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（１）利用者に対し適切な訪問介護を提供できるよう、事業

所ごとに訪問介護員等の勤務の体制を定めること。

（２）原則、月ごとの勤務表を作成し、訪問介護員等について
は、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管
理者との兼務関係、サービス提供責任者である旨を明確

（辞令・労働条件通知書等）にしておくこと。

２．勤務体制の確保等
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（３）適切なサービス提供を確保する観点から、職場に
おいて行われる性的な言動（セクシャルハラスメン
ト）、優越的な関係を背景とした言動（パワーハラ
スメント）、利用者やその家族等からの著しい迷惑
行為（カスタマーハラスメント）等により、従業者
の就業環境が害されることを防止するための方針の
明確化等の必要な措置を講ずること。

２．勤務体制の確保等
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【目的】

感染症・非常災害の発生時において、

（１）利用者に対する訪問介護等の提供を継続的に実施するため

（２）早期の業務再開を図るため

業務継続計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じる。

※ BCP … Business Continuity Plan

３．業務継続計画（BCP）策定
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（１）感染症にかかる計画策定

①情報共有と役割分担、判断ができる体制の構築

②感染者が発生した場合の対応

③職員確保

④業務の優先順位の整理

⑤周知・研修、訓練
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３．業務継続計画（BCP）策定

参考：厚生労働省「介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」



（２）非常災害にかかる計画策定

①正確な情報集約と判断ができる体制の構築

②「事前の対策」と「被災時の対策」に分けて、
各対策を準備

・事前対策（今何をしておくか）

・被災時の対策（どう行動するか）

③業務の優先順位の整理

④周知・研修、訓練

３．業務継続計画（BCP）の策定
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参考：厚生労働省「介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」



（３）定期訓練

職員に対し業務継続計画の内容を周知し、定期的（年１回以
上）な教育を開催し、新規採用時には別に研修を実施すること
が望ましい。また、研修の実施記録についても記録すること。

事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合の
ケアの演習等を定期的（年１回以上）行うこと。

（４）計画の見直し

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて計画の
変更を行うこと。

３．業務継続計画（BCP）の策定
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（１）事業所における感染症の発生の予防及びまん延
防止のための対策を検討する「委員会」を概ね６
月に１回以上開催するとともに、その結果につい
て、従業者に周知徹底を図ること。

４．衛生管理等
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（２）事業所における感染症の発生の予防及びまん延
防止のための指針を整備すること。

①平常時の対策

②発生時の対応



（３） 事業所において、従業者に対し、感染症の発生予防及
びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施するこ
と。

①研修・・・事業所で作成した指針に基づいた研修計画を

作成し定期的な教育を行う。

②訓練・・・平常時から実際に感染症が発生した場合を想定

し、定期的に訓練（シミュレーション）を行う。

４．衛生管理等
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（１）虐待の防止のための対策を検討する「委員会」を
定期的に開催するとともに、その結果について従業
者に周知徹底を図ること。

① メンバーは管理者を含む幅広い職種で構成し、
構成メンバーの責務及び役割分担を明確にする。

② 記録（研修記録等）を残す。

５．虐待の防止
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（２）虐待の防止のための「指針」を整備すること。

指針には次の①～⑨項目を盛り込むこと。

① 虐待の防止に関する基本的な考え方

② 法人や事業所内の組織に関すること

③ 職員研修に関する基本方針

④ 虐待発生時の対応方法に関する基本方針

５．虐待の防止
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⑤ 虐待発生時の相談・報告体制に関すること

⑥ 成年後見制度の利用支援に関すること

⑦ 虐待等にかかる苦情解決方法に関すること

⑧ 利用者等に対する指針の閲覧に関すること

⑨ その他、虐待防止の推進のために必要なこと

５．虐待の防止

15



（３）従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に

実施すること。

① 指針に基づいた「研修計画」を作成し、従業者に対し、

適切な知識を普及、啓発するための定期的な研修を実施

すること。（事業所内の研修で構わない）

② 研修の記録には、開催日時、場所、出席者及びその研

修に使用した資料等を残すこと。

５．虐待の防止
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（４）（１）から（３）までに掲げる措置を適切に実施する

ための担当者を置くこと。

虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務める

のが望ましい。

（５）運営規程に「虐待の防止のための措置に関する事項」

を記載すること。

５．虐待の防止
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６．有料老人ホームにおけるサービス
提供について

・住宅型有料老人ホームに訪問介護事業所が併設されて
いる場合、過剰なサービスが提供されていないか注意す
ること

・入居者の自立支援や重度化防止の観点も考慮しながら、
適切なサービス提供の確保に努めること
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（１）特定事業所加算（訪問介護）

〇 体制要件 〇 人材要件 〇 重度者等対応要件

◆改定内容

①体制要件の追加等

・24時間連絡できる体制の確保等

・中山間地域等の居住者へ継続的なサービス提供

・随時、訪問介護計画の見直しを行っていること

②重度者等対応要件の追加等

７．介護報酬 【令和６年度報酬改定（抜粋）】
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厚生労働省資料抜粋

20



厚生労働省資料抜粋
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厚生労働省資料抜粋
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厚生労働省資料抜粋



（２）高齢者虐待防止措置未実施減算（訪問介護・訪問入浴介護）

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられて

いない場合（新設）

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

②虐待の防止のための指針を整備すること。

③従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

④上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。
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７．介護報酬 【令和６年度報酬改定（抜粋）】



（３）同一建物減算（訪問介護）

次の①～③のいずれかについて、サービス提供を行った場合は減算対象。

① 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する者。

② 事業所と同一建物に居住する者。

③ 上記以外の範囲に所在する建物に居住する者で、当該同一の建物に居住する

利用者の人数が１月あたり20人以上である場合。

④ 正当な理由なく、事業所において、前６月間に提供した訪問介護サービス提

供総数のうち、事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に

居住する者に提供されたものの占める割合が100分の90以上である場合。
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７．介護報酬 【令和６年度報酬改定（抜粋）】



25

厚生労働省資料抜粋



厚生労働省資料抜粋

26



（４）看取り連携体制加算（訪問入浴介護・新設）

①利用者基準

・医師が一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと診

断した者 等

②事業所基準

・訪問看護ステーション等との連携により、利用者の状態等に応じた対応がで

きる連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて当該訪問看護ステーション等に

より訪問看護等が提供されるよう、訪問入浴介護を行う日時を当該訪問看護

ステーション等と調整していること 等
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７．介護報酬 【令和６年度報酬改定（抜粋）】



７．介護報酬 【令和７年５月より適用】

（５）「中山間地域等における小規模事業所加算」の算定要件の弾力化

①「中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）」

・県内の事業所はすべて該当

②「中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）」

当分の間、前年度のいずれかの月における総訪問回数が概ね

200回以下であれば算定が可能

・概ね200回は400回程度を想定

・前年度の平均延訪問回数が600回以下でも算定可
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※中山間地域等における小規模事業所加算取得の留意点

・加算を算定することについて、利用者に事前に説明を行い、同意
を得ること

・特定事業所加算（Ｖ）との併算定は不可

・平均延訪問回数を毎月記録するものとし、所定の回数を上回った
場合（非該当になった場合）には届出の提出が必要

・前年度の実績が6か月に満たない事業所は、直近３月における１月
あたりの平均延訪問回数を用いること

７．介護報酬 【令和７年５月より適用】
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７．介護報酬

（６）介護職員等処遇改善加算について

資料９ 「11.介護職員等処遇改善加算」のページを御参照ください。
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